
　

第45期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結株主資本等変動計算書
連結計算書類の連結注記表
株主資本等変動計算書
計算書類の個別注記表

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

イフジ産業株式会社

「連結株主資本等変動計算書」「連結計算書類の連結注記表」「株主資本等変動計算書」
「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び定款第19条の規定に基づき、当
社ウェブサイト（http://www.ifuji.co.jp/）に掲載することにより株主の皆さまに
提供しております。
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連結株主資本等変動計算書
(平成平成2829年年４３月月１31日から日まで)

（単位：千円）
　

株 主 資 本
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

当 期 首 残 高 455,850 366,338 3,597,132 △6,001 4,413,319 30,057 4,443,376
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △133,295 △133,295 △133,295
親会社株主に帰属
する当期純利益 533,492 533,492 533,492

自己株式の取得 △594 △594 △594
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 26,277 26,277

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 400,197 △594 399,603 26,277 425,881
当 期 末 残 高 455,850 366,338 3,997,330 △6,596 4,812,922 56,335 4,869,258

　

（注） 千円未満の端数は切り捨てて表示しております。
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 日本化工食品株式会社
非連結子会社の名称 一房総味株式会社
（連結の範囲から除いた理由）
　一房総味株式会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
　持分法を適用しない非連結子会社の名称 一房総味株式会社
（持分法を適用しない理由）
　一房総味株式会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から
除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの…………………移動平均法による原価法

　
② たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品、製品、原材料、仕掛品…移動平均法
貯蔵品……………………………最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産………………………
（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は
以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～31年
機械装置及び運搬具 ２～10年
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② 無形固定資産………………………
（リース資産を除く）

定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

　
③ 長期前払費用………………………定額法

　
（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金…………………………従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。

5. その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）従業員の退職金制度に

ついて
……………資格等級に応じて一定金額を月額給与に上乗せして支給する前払

退職金制度を採用しております。

（2）消費税等の会計処理 ……………税抜方式を採用しており、資産に係る控除対象外消費税及び地方
消費税は当連結会計年度の費用として処理しております。

　
（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号 平成28年6月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月1日以後に取得した建物
附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ7,126千円増
加しております。

（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産及び対応する債務
（1）担保に供している資産

定 期 預 金 7,500千円
建物及び構築物 837,573
機械装置及び運搬具 9,384
土 地 1,456,374
その他（工具、器具及び備品） 2
　 計 2,310,834

（2）対応する債務
支払手形及び買掛金 33,387千円
短期借入金 582,500
長期借入金（１年内返済予定額を含む） 1,839,747
　 計 2,455,634

2. 有形固定資産の減価償却累計額 5,742,667千円
　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
発行済株式
普通株式（株） 8,345,370 ― ― 8,345,370

自己株式
普通株式（株） 14,262 965 ― 15,227
(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取965株によるものであります。

　

2. 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会 普通株式 66,648 ８ 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年11月７日
取締役会 普通株式 66,646 ８ 平成28年９月30日 平成28年12月９日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 74,971 ９ 平成29年３月31日 平成29年６月29日

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用について短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を
調達しております。
　受取手形及び売掛金の顧客の信用リスクは、与信限度管理規程に基づいてリスク低減を図っておりま
す。また、投資有価証券については主として株式であり、株式については定期的に時価や発行先企業の財
務状況等を把握しております。
　借入金の使途は、運転資金（短期借入金）及び設備投資資金（長期借入金）であります。
　長期未払金は、役員退職慰労金の打切り支給に係る債務であり、当該役員の退職時に支給する予定であ
ります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 2,138,488 2,138,488 ―
（2）受取手形及び売掛金 2,041,752 2,041,752 ―
（3）投資有価証券 130,904 130,904 ―

資産計 4,311,145 4,311,145 ―
（4）支払手形及び買掛金 678,380 678,380 ―
（5）短期借入金 1,226,000 1,226,000 ―
（6）未払法人税等 125,590 125,590 ―
（7）長期借入金（1年内返済予定額を含む） 2,307,947 2,312,168 △4,221

負債計 4,337,917 4,342,138 △4,221
（注）1 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券
　これらの時価については、取引所の価格によっております。

（4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金、並びに（6）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（7）長期借入金（１年内返済予定額を含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す
る方法によっております。

（注）2 非上場株式（連結貸借対照表計上額3,785千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券」には含めておりません。
長期未払金（連結貸借対照表計上額567,235千円）は、役員退職慰労金の打切り支給に係る債務であり、当該役員の退職時
期が特定されておらず、時価を把握することが極めて困難と考えられるため、記載しておりません。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（繰延税金資産）
長期未払金 174,084千円
減損損失 142,655
賞与引当金 18,826
そ の 他 21,434
　 小 計 357,001
評価性引当額 △318,614
　 合 計 38,386

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 63,485千円
特別償却準備金 16,991
その他有価証券評価差額金 23,576
　 合 計 104,054
繰延税金負債の純額 65,667

法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な原
因別内訳
法定実効税率 30.69％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.41
留保金課税 0.93
その他 0.02
　 合 計 32.05
　

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 584円53銭
１株当たり当期純利益 64円04銭
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株主資本等変動計算書
(平成平成2829年年４３月月１31日から日まで)

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 455,850 366,322 16 366,338
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の積立
固定資産圧縮積立金の取崩
特別償却準備金の取崩
別 途 積 立 金 の 積 立
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―
当 期 末 残 高 455,850 366,322 16 366,338
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（単位：千円）
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計固 定 資 産
圧縮積立金

特 別 償 却
準 備 金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 40,200 79,812 47,667 2,325,000 660,091 3,152,771
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の積立 65,530 △65,530 ―
固定資産圧縮積立金の取崩 △14,125 14,125 ―
特別償却準備金の取崩 △11,900 11,900 ―
別 途 積 立 金 の 積 立 275,000 △275,000 ―
剰 余 金 の 配 当 △133,295 △133,295
当 期 純 利 益 503,137 503,137
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― 51,404 △11,900 275,000 55,337 369,842
当 期 末 残 高 40,200 131,217 35,766 2,600,000 715,429 3,522,613

　

（単位：千円）
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
当 期 首 残 高 △6,001 3,968,958 30,057 3,999,016
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の積立 ― ―
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―
特別償却準備金の取崩 ― ―
別 途 積 立 金 の 積 立 ― ―
剰 余 金 の 配 当 △133,295 △133,295
当 期 純 利 益 503,137 503,137
自 己 株 式 の 取 得 △594 △594 △594
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 26,277 26,277

当 期 変 動 額 合 計 △594 369,247 26,277 395,525
当 期 末 残 高 △6,596 4,338,206 56,335 4,394,541

　

（注） 千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年06月02日 13時14分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項）
1. 重要な資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法

② その他有価証券
時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの…………………移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品、製品、原材料、仕掛品…移動平均法
貯蔵品……………………………最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産………………

（リース資産を除く）
定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建 物 ７～31年
機械及び装置 ２～10年

　
（2）無形固定資産………………

（リース資産を除く）
定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

　
（3）長期前払費用……………… 定額法
3. 重要な引当金の計上基準
（1）貸倒引当金………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

（2）賞与引当金………… 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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　4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）従業員の退職金制度に

ついて
………… 資格等級に応じて一定金額を月額給与に上乗せして支給する前払

退職金制度を採用しております。

（2）消費税等の会計処理 ………… 税抜方式を採用しており、資産に係る控除対象外消費税及び地方
消費税は当事業年度の費用として処理しております。

　
（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号 平成28年6月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月1日以後に取得した建物附属
設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ5,401千円増加しており
ます。
　

（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産及び対応する債務
（1）担保に供している資産

定期預金 7,500千円
建 物 676,165
機械及び装置 9,384
工具、器具及び備品 2
土 地 1,339,374
　 計 2,032,426

（2）対応する債務
買掛金 33,387千円
短期借入金 582,500
長期借入金（１年内返済予定額を含む） 1,815,399
　 計 2,431,286

2. 有形固定資産の減価償却累計額 4,592,458千円
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3. 関係会社に対する金銭債権
売掛金 181千円
立替金 894
未収入金 1,620

　

4. 関係会社に対する金銭債務
買掛金 7,267千円

　

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引の取引高
　売上高 1,793千円
　仕入高 104,419
営業取引以外の取引高 33,010

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
発行済株式
普通株式（株） 8,345,370 ― ― 8,345,370

自己株式
普通株式（株） 14,262 965 ― 15,227
(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取965株によるものであります。

2. 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会 普通株式 66,648 ８ 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年11月７日
取締役会 普通株式 66,646 ８ 平成28年９月30日 平成28年12月９日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 74,971 ９ 平成29年３月31日 平成29年６月29日
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
未払事業税 6,850千円
長期未払金 174,084
減損損失 142,655
賞与引当金 14,454
そ の 他 15,400
　 小 計 353,446
評価性引当額 △318,614
　 合 計 34,831

　（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 58,231千円
特別償却準備金 15,743
その他有価証券評価差額金 23,576
　 合 計 97,551
繰延税金負債の純額 62,719

法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な原
因別内訳
法定実効税率 30.69％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.44
留保金課税 0.99
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.63
その他 0.13
　 合 計 31.62
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
オペレーティング・リース取引（解約不能のもの）
　未経過リース料
１年以内 4,983千円
１年超 9,993
　 合 計 14,977

　
（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

属 性 会社の名称 住 所 資本金
（千円） 事業の内容 議決権の所有

割合（％）

子会社 日本化工食品㈱ 東京都千代田区 95,000 業務用粉体調味料及び
顆粒調味料等の製造販売

直接
100.0

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

兼任２名 事務業務の受託 業務受託収入（注）1 18,000
（注）2 未収入金 1,620

（注）2
　
取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1 事務業務の委託契約に基づくものであり、取引条件等は業務内容等を勘案し協議の上決定しております。
2 期末残高には消費税等が含まれておりますが、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　
（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 527円55銭
１株当たり当期純利益 60円40銭
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